多田国際社会保険労務士事務所（2018）

労働条件通知書＜再雇用（特定有期雇用労働者）＞
	
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
 　　氏名　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場名称 　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

	

	
	契約期間
	期間の定めあり （平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで）
	

	
	 就業の場所
	
	

	
	 従事すべき
 業務の内容
	　●●部●●課にて●●及びそれに付随する業務
　勤務地、業務或いは部署の変更を行うことがある。
	

	
	 始業、終業
 の時刻、休
 憩時間、所定時間外労働の有無に関する事項
  　　 　　　　
	１　始業・終業の時刻：　始業（　　時　　分）～　終業（　　時　　分）
２　休憩時間（　　）分　　
３　所定時間外労働の有無（　有　，　無　）
４　欠勤、遅刻、早退等の不就労部分の賃金については、支給しない
○詳細は嘱託社員　　就業規則による
	

	
	休 　　日
	 １　定例日：土曜日　日曜日　祝日　 その他会社が指定する日
○詳細は嘱託社員就業規則、会社カレンダーによる

	

	
	休　　 暇

	 １　年次有給休暇　　（有・無）定年時の有給休暇日数および勤続年数を引き継ぐ
時間単位年休    （有・無）
 ２　その他の休暇　  （有・無）
○詳細は嘱託社員就業規則による
	

	
	賃 　　金
 
	１　（月給制　　・　　時給制　）
1. 基本給　・　時給　（　  　　　円）
2. 通勤手当（　　　　　　円）
3. 昇給　なし
4. 賞与　支給しない
5. 退職金　　支給しない
 ２　賃金締切日　当月　　日から　　日　
３　賃金支払日　翌月　　 日　
	

	
	
	
	

	
	退職に関す
 る事項 
	 １　再雇用上限年齢　（　有　（65歳）　，　無　）
 ２　自己都合退職の手続（退職する30日以上前に届け出ること）
３　解雇の事由及び手続き（嘱託社員就業規則による）
	

	
	契約の更新に関する事項
	 １　更新の有無　　（更新することがある　　・　　更新しない　　）
 ２　契約の更新は、次のいずれかにより判断する。

・
契約期間満了時の業務量　　　　　・従事している業務の進捗状況

・
従事している業務の進捗状況　　　・本人の能力、業務成績、勤務態度

・
会社の経営状況　　　　　　　　　・会社の人員配置
･   その他会社が必要とする事項

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】

無期転換申込権が発生しない期間：定年後、引き続いて雇用されている期間
	

	
	 その他
 ※必要に応じてカスタマイズしてください。

	 ・原則、この通知書に規定している事項の他は、嘱託社員就業規則を準用する

・社会保険の加入状況（　厚生年金　健康保険　その他（　　　　　　　））
 ・雇用保険の適用（　有，　無　） 

 ・★休職期間　（社員就業規則の休職期間を最大1カ月間と読み替える）
 ・特別休暇　（　適用する　　，　　適用しない　）

 ・慶弔見舞金　（　適用する　　，　　適用しない　）

 ・★旅費規程は一般区分として適用する
<特記事項＞ 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するもの）の契約期間が通算5年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「5年」という期間は、本通知書の「契約の更新に関する事項」欄に明示したとおりとなります。

	

	
	
	· 「労働条件の更新または変更の注意」
· 　労働条件は常に最新のものが優先し、それ以前の契約事項に関しては継続せず一切無効になることとする
【嘱託社員就業規則および会社の通達等を遵守し、上記の条件に同意します】
平成　　年　　　月　　　日
労働者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

	


（注１） 本書の他、就業規則・各規程の定めに従うものとする。就業規則・各規定が改定された時は改定された規則に従うものとする。
労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するもの）の契約期間が通算5年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「5年」という期間は、本通知書の「契約期間」欄に明示したとおりとなります。








労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するもの）の契約期間が通算5年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「5年」という期間は、本通知書の「契約期間」欄に明示したとおりとなります。
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